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平成２８年度特定施設入居者生活介護運営事業者募集要領（再募集） 

 

１ 募集の趣旨 

市原市では、第７次市原市高齢者保健福祉計画（第６期介護保険事業計画）に基づ

き、介護保険施設等の計画的な整備を進めております。この募集は、介護保険法（平

成９年法律第１２３号）第８条第１１項及び第８条の２第９項に規定する特定施設入

居者生活介護事業を運営する事業者を募集するものです。 

 

２ 募集の内容 

(1) 対象施設 

混合型特定施設入居者生活介護（介護予防特定施設入居者生活介護を含む）を提供す

る介護付有料老人ホームであって以下を満たすもの。 

① 介護付有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅に登録するものを含む）の新 

設であること。 

② 一般型又は外部サービス利用型のどちらも可能。 

③ 既に老人福祉法に規定する有料老人ホームの設置届出を行っているもの及び高齢

者の住宅の安定確保に関する法律に規定するサービス付き高齢者向け住宅の登録

申請を行っているものでないこと。 

(2) 募集圏域 

  市内全域 

(3) 募集数 

   ２事業所（１事業所あたり、定員５０人 計１００人） 

※申し込みは１法人につき、１事業所に限る。 

 (4) 開設時期について 

平成３０年度末まで 

 

３ 募集条件 

(1) 応募資格 

① 事業主体は法人格を既に有していること。 

② 介護保険法第７０条第２項各号及び第１１５条の２第２項各号の規定に該当しな

いこと。 

③ 役員等が、市原市暴力団排除条例（平成２３年市原市条例第１３号）第２条に規定

する暴力団、暴力団員、暴力団員等及び第９条に規定する暴力団密接関係者でない

こと。 

④ 法人及び代表者が市原市税を滞納していないこと。 

⑤ 応募法人（運営法人）自らが開設し、県の指定を受けるものであること。 

(2) 整備資金について 

自己資金による整備を原則とします。 

（本市からの補助金等の交付はありません。） 
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(3) 土地について 

① 建設用地については、事業者が所有していること又は取得が確実に見込まれること。

ただし、賃貸借契約又は地上権等の設定による場合は、開設までに事業の継続に支

障のない賃貸借契約期間、地上権設定期間とすること。 

② 建設用地については、原則として、当該事業以外の目的による抵当権その他の当該

事業の利用を制限する恐れのある権利が設定されていないこと。 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年  

法律５７号）に基づいて指定された土砂災害警戒区域・特別警戒区域でないこと。 

④ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）に基づいて指定され

た農用地区域でないこと。 

⑤ 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）に基づき指定された生産緑地地区でないこ

と。 

⑥ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づき指定された工業専用地域でない

こと。 

⑦ 千葉県特別工業地区建築規制条例（昭和４０年千葉県条例第３８号）第２条の規定

により指定された区域（特別工業地区）でないこと。 

⑧ 千葉県福祉のまちづくり条例(平成８年千葉県条例第１号)の整備基準に適合するこ

と。 

⑨ 関係する各種法令や条例、要綱等により開発や土地利用等が制限されている場合は、

許認可等を受け、平成３０年度末までに事業開始できる土地として利用が可能なこ

と。 

⑩ 駐車場は利用者家族用の他、従業者用等施設運営に必要な台数分のスペースを必ず

確保すること。 

(4)  建物・設備について 

① 公募内容に示す定員等に沿った建物の整備を実施すること。 

② 開設後の事業所運営を円滑に行えるよう、建設予定地に接する土地所有者をはじめ、

地域住民等に対して、事前に説明会等を開催し、十分な理解や協力が得られるよう

努めること。なお、地域住民等への説明にあたっては、整備事業者として選定され

ることが条件であるため、事業化されない場合がある旨を必ず伝えること。 

(5) 基準の遵守 

① 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年千葉県条例第６８号）等のほか、老人福祉法、介護保険法、高齢者の居住

の安定確保に関する法律、建築基準法、消防法等の関係法令を遵守したものである

こと。 

② 千葉県有料老人ホーム設置にかかる事前協議等実施要綱及び千葉県有料老人ホー

ム設置運営指導指針に従うこと。 

③ サービス付き高齢者向け住宅である場合は、その登録基準、千葉県サービス付き高

齢者向け住宅の登録に関する指導指針に従うこと。 

④ その他関係法令等に適合し、特定施設入居者生活介護を提供するにふさわしい計画

であること。 
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４ 公募手続の流れ 

(1)  「平成２８年度特定施設入居者生活介護運営事業者の募集に関する事前協議申出

書（以下「事前協議申出書」という。）」の提出 

本募集に応募を希望する事業者は、「事前協議申出書の提出について」（９ページ）

を参照の上、代表者又は管理者予定者が高齢者支援課窓口へ持参し提出してください。

（要予約）なお、提出内容について、必ず、事前に本課担当職員により確認（要予約）

を受けてください。 

① 受付期間 

平成２８年９月１日（木）から平成２８年９月８日（木）１７時まで 

（日時厳守。ただし、土曜日及び日曜日は除きます。） 

② 提出書類 

・「事前協議申出書の提出について」（９ページ）を参照 

     ※原本の写し可 

③ 提出部数 

１部（「９ 提出書類の体裁」７ページ参照） 

④ 提出先 

市原市 保健福祉部 高齢者支援課 管理係 

電話：０４３６－２２－１１１１（代表） 内線：２２８２ 

⑤ 注意事項 

「事前協議申出書」に必要な書類に不足・不備等がある場合は、受付することがで

きません。なお、「事前協議申出書」を提出いただいていない場合は、応募申込書の

受付は行いませんので御注意ください。 
(2) 関係部局と協議が必要な事項の通知 

「事前協議申出書」の提出後、本市の関係部局と更に協議が必要と認められる場合

には手続きや問題点をお知らせいたしますので、関係部局と協議を行ったうえで、そ

の対応策について「関係部署・機関との協議状況について」（別紙第９号様式）を応

募申込時に提出してください。 

 (3) 応募申込書の提出 

「事前協議申出書」の提出を行った事業者は、「応募申込書の提出について」（１

０ページ）を参照の上、代表者又は管理者予定者が高齢者支援課窓口へ持参し提出

してください。（要予約）なお、提出内容について、必ず、事前に本課担当職員によ

り確認（要予約）を受けてください。 

① 受付期間 

「事前協議申出書」の提出のあった方に文書にて通知します。 

（日時厳守。ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。） 

② 提出書類 

・「応募申込書の提出について」（１０ページ）を参照 

※ 御提出いただいた「事前協議申出書」の内容によって、応募者に担当課が指定

した書類を別途添付いただく場合がございます。 
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③ 提出部数 

正本１部 副本１７部（「９ 提出書類の体裁」７ページを参照） 

④ 提出先 

市原市 保健福祉部 高齢者支援課 管理係 

電話：０４３６－２２－１１１１（代表） 内線：２２８２ 

⑤ 注意事項 

 応募に必要な書類に不足・不備等がある場合は、受付することができません。また、

応募申込書提出後の書類の修正、変更等はできません。 

 

(4) 選定方法について 

① 運営事業者の選定方法 

・ 運営事業者は、「市原市社会福祉法人の施設整備等に関する審査会」で審査選考し、

市長が決定します。 

・ 審査は、書類審査、現場調査及びヒアリングを行い、総合的に評価・審査します。 

・ 審査の結果、運営事業者なしとする場合があります。 

② 選定手順 

「市原市社会福祉法人の施設整備等に関する審査会」での審査内容 

 書類審査 → 現場調査 → ヒアリング 

応募申込書・添付書類の内容その他について、ヒアリングを行います。 

③ 審査項目及び審査の観点 

別紙「審査項目及び審査の観点」（１３、１４ページ）のとおり 

④ 審査結果の通知 

審査結果は、すべての応募事業者に文書で通知します。 

⑤ 審査結果の公表 

決定した運営事業者名及び事業の内容は、市のウェブページで公開します。 

 

５ 失格となる場合 

 下記事由について理由なく市の指導に基づいた修正を行わない、又は市長が相当と認

めた場合は失格とすることがあります。 

① 整備計画が省令及び条例で定められた人員、設備及び運営の基準に適合していない

ことが明らかな場合。 

② 整備の計画が、下記例示のように著しく不十分で実現性が低いと判断される場合。 

・ 資金計画が正しい積算根拠に基づいているとはいえず、事業費についても妥当で

あるとはいえない。 

・ 融資を必要とする資金計画であるが、応募申込み時に金融機関から融資が受けら

れることが分かる書面が添付できない。 

・ 整備予定地の確保が可能なことを証明する書類のすべてが添付されていない。 

・ その他整備スケジュールが合理的といえず開設が見込めない場合。 

③ 農地転用、開発許可等、建設に必要な許認可を受けることができる見込みがない場

合。 

④ 排水について、水利権者と事前に同意が取れない場合。 
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⑤ 関係部署・機関との協議状況が「不十分である」または指摘事項への対応策が「妥

当でない」と判断される場合。 

⑥ 応募の採否の働きかけを行う等の目的で事業者またはその関係者が市の職員に対し、

直接、間接を問わず連絡を求め、又は接触した場合。 

⑦ 同一法人が複数の「事前協議申出書」を提出した場合。 

 

６ 取消となる場合 

① 重要事項（整備予定地、定員、階数、資金贈与者、資金計画等）を市の承諾なく変

更した場合。 

② 下記例示のように整備が著しく困難になった場合。 

・ 建設用地について、各種法令や条例、要綱等により開発や土地利用等による制限

に関して、必要な許認可が当初示されたスケジュールどおりに受けられない。 

・ 建設用地の取得が困難になり、開設が見込めない。 

・ 整備に係る資金の融資が受けられず、整備の続行ができない。 

・ 建設工事に関する契約締結が当初示されたスケジュールどおりにできない。 

③ 応募条件等を満たさなくなった場合。 

④ 応募書類の内容に重大な不備や虚偽の記載があったと認められた場合や、市のヒア

リング等において虚偽の説明等を行ったことが判明した場合。 

⑤ 重大な法令違反が発生・発覚した場合。 

⑥ その他、市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合。 

 

７ その他留意事項 

① 事業者の選定に当たっては、提出された書類、ヒアリング内容を基に評価を行いま

す。書類作成時には、別紙「審査項目及び審査の観点」を確認の上、漏れのないよ

うに記載してください。 

② 提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

③ 書類等の提出のために要する費用は、応募者に御負担いただきます。 

④ 応募申込書提出後の書類の修正・変更等はできません。 

（ただし、市からの指示により行う場合を除きます。） 

⑤ 提出された個人情報については、運営事業者の選定の目的のみに利用し、他の目的

には利用しませんが、応募書類などについて、個人情報を除くものについては法令

又は条例に基づき公開する場合があります。 

⑥ ヒアリング（平成２８年１１月下旬予定）の日時等については、募集期間の終了後

個別に通知します。 

⑦ 市の審査を通過した場合でも、必ずしも千葉県において特定施設入居者生活介護の

指定が認められるものではありません。その場合、市はいかなる責任も負いません

のであらかじめ御了承ください。 

⑧ 応募状況等の問い合わせには一切お答え出来ません。 

⑨ 保健福祉部、担当課、その他関連する部署への御挨拶は一切お断りします。 

⑩ 選定があったからといって建築部局の許認可をお約束するものではありません。 

建築に係る許認可については法人の責任でお手続きの確認をお願いします。 
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８ スケジュール（予定） 

 

 

 

応募申込書受付期間 平成２８年１０月上旬～１０月中旬 

 

現場調査／ヒアリング／審査 平成２８年１１月下旬 

事業者の決定    平成２８年１２月上旬 

 

担当課とさらに協議が必要な事項の通知 平成２８年９月下旬 

事前協議申出書受付期間 平成２８年９月１日～９月８日 

 

募集要領ホームページ掲載 平成２８年 ７月８日 

 

開  設    平成３０年度末まで 

まで 

 

※千葉県健康福祉部高齢者福祉課へ

事前協議申出書を提出し協議を行っ

てください。 
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９ 提出書類の体裁 

提出書類の体裁は、必ず以下に記す内容のとおり整えてください。 

① 全体にページを付け、目次を付けてください。 

② 大項目ごとに仕切り紙を入れ、提出書類の項目名インデックスを付け、全体をバ

インダー等で綴ってください。 

③ バインダーの表紙には、「平成２８年度特定施設入居者生活介護運営事業者募集事

前協議申出書」または「平成２８年度特定施設入居者生活介護運営事業者応募申込

書」、「正本」か「副本」、法人名を記入してください。また、同様にバインダーの背

表紙にも記載を行ってください。 

④ 書類は原則としてＡ４版とし、図面でＡ３版のものはＺ折りしてください。 

⑤ 文字の大きさは明朝体１２ポイントを基準としてください。（表題や強調等のため

書体、ポイントを変更することは可です。） 
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ページの表記 

項目ごとに仕切り紙を入れ、文

字表記のインデックスを付ける 

平成２８年度特定施設入居者生活介護

運営事業者募集事前協議申出書 

正本（正本か副本どちらか記入） 

法 人 名 ○ ○ 

タイトルを記入する 

※事前協議申出書と応募申込書

でタイトルを変えること 
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１０ 質問について 

  応募に関するお問合せはＦＡＸ又はＥメールにて平成２８年７月８日（金）から平

成２８年８月３１日（水）の期間にお願いします。送信後は送信した旨を電話にてご

連絡ください。なお、口頭・電話でのお問合せには回答いたしませんので御了承くだ

さい。また、募集要領に記載のある内容、選考基準の内容・国の基準、条例等で定め

られた内容については回答いたしません。 

    市原市 保健福祉部 高齢者支援課 管理係 

ＦＡＸ：０４３６-２４-７１３５ 

Ｅメール：koureisha@city.ichihara.chiba.jp 
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提出書類は、原則としてＡ４判で作成してください。（図面についてはＡ３判可） 

 

 

事前協議申出書（別紙第１号様式）と下記添付書類を提出してください。 

 

添付書類一覧 様式等 

⑴建築スケジュール  

 建築必要な手続き、資金調達、設計、工事等に係る日程表  

⑵事業概要  

 事業概要調書 別紙第２号様式 

⑶土地・建物に関する事項  

 

① 位置図【１万分の１程度】 

② 周辺図【1500 分の１程度】 

③ 現地写真(現況、排水先、接続する道路等がわかる写真) 

④ 土地登記事項証明書 

（応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの） 

⑤ 公図の写し（応募申込提出日前 3 か月以内に発行された最新の

もので申請地と隣接地がわかるもの） 

⑥ 敷地求積図 

⑦ 現況図 

⑧ 土地利用計画図（敷地の利用計画、及び建物の配置のわかるもの） 

⑨ 給排水計画図 

※ 以下の書類は可能であれば添付ください。 

・ 建物平面図（併設する施設等がある場合は、介護老人保健施

設に供する部分がわかるように図示すること。100 分の 1程度） 

・ 立面図（4方向） 

設置予定の火災予防設備等（火災警報器、消火器具、自動火災

報知設備、スプリンクラー等） 

 

⑶整備に関する説明が必要な関係者のわかる書類  

 

当計画に際し影響を与える住民及び町会であり説明が必要な範囲等

がわかる図面 

 公図や要約書を元に応募予定地と隣接地権者がわかるように作成

してください。 

 

⑷原本証明  

 添付した書類が原本であると誓約した書面 参考様式１ 

事前協議申出書の提出について 
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応募申込書（別紙第３号様式）と下記添付書類を提出してください。 

 

添付書類一覧 様式等 

⑴ 法人登記簿謄本（登記事項証明書） 
 

 応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの 

⑵ 法人の印鑑証明 
 

 応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの 

⑶ 定款等 

 

 応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの 

⑷ 決算書 

 

 直近 3年間の決算書類 

⑸ 事業者概要  

 

① 事業経歴・実績 

② 事業者の基本的事項 
 
 

 ・ 誓約書、役員等名簿（住所・氏名・生年月日） 別紙第４号様式 

 

・ 組織図 

③ 事業者の概要（パンフレットでも可） 

④ 現在運営している介護保険サービス等がある場合、その資料等 

・ 運営形態、事業内容、規模（定員等）、特色 

・ 事業所の敷地面積、床面積 

 

 

⑤ 略歴書等 

・ 代表者略歴書 

・ 管理者予定者の略歴及び任命理由書 

別紙第５号様式 

別紙第６号様式 

 
・ 管理者予定者が現在他の介護保険施設等に勤務している場合

は開設までに応募法人に勤務する旨の誓約書  

 

⑥ 市原市市民課で発行する完納証明書 

（平成２８年８月１日以降に発行された最新のもの）※原本を

添付してください。なお、事業者、代表者ともに市外に在住の

場合は提出不要です。  

⑹ 理念・基本方針等について  

  

① 応募動機、運営理念等について 

② 安全・安心・衛生対策について 

③ 職員の人材確保・育成について 

④ 地域との連携及び交流等の方法について 

⑤ 利用者の保護について 

別紙第７号様式 

⑺ 事業スケジュール  

 

開設までに必要な手続き、資金調達、設計、工事、人員等に係る日

程表  

応募申込書の提出について 
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⑻ 事業概要  

 
①事業概要調書 

②人員の配置・確保計画書 

別紙第２号様式 

参考様式２ 

⑼ 土地・建物に関する事項  

 

① 位置図【1万分の 1程度】 

② 周辺図【1500 分の 1程度】 

③ 現地写真(現況、排水先、接続する道路等がわかる写真) 

④ 土地登記事項証明書 

（応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの） 

⑤ 公図の写し（応募申込日前 3か月以内に発行された最新のもの

申請地と隣接地がわかるもの） 

⑥ 敷地求積図 

⑦ 現況図 

⑧ 土地利用計画図（敷地の利用計画、及び建物の配置のわかるもの） 

⑨ 給排水計画図 

⑩ 建物平面図（併設する施設等がある場合は、特定施設入居者生

活介護事業所に供する部分がわかるように図示すること）【100

分の 1程度】 

⑪ 面積表（部屋ごとに基準で面積が定められている室について

は、内法面積、建築面積（芯芯面積）を２段書きすること。そ

れ以外の室は建築面積を記載する。） 

⑫ 立面図（4方向） 

⑬ 設置予定の火災予防設備等（火災警報器、消火器具、自動火災

報知設備、スプリンクラー等） 

⑭ 取得予定の場合は土地所有者との間で締結した土地売買合意

書等の写し、借地の場合は所有者との借地契約書の写しまたは

借地に関する合意書等の写し。 

⑮ 建物登記事項証明書（既存の建物を利用する場合）（応募申込

日前 3か月以内に発行された最新のもの） 

 

⑽ 資金計画書  

 

① 資金計画書（土地や建物の所有者、運営を行う法人が異なる

場合にはそれぞれについて作成し添付）。 
別紙第８号様式 

 

② 施設の建設にかかる金額のわかる書類 

（設計業者による見積書等） 

③ 開設にあたって必要となる備品等にかかる金額のわかる書類 

（資金計画書に記載のある項目に金額の根拠がわかる書類） 

④ 事業運営収支計画（事業開始後 3年間の計画） 

※併設事業がある場合、その事業分の事業運営収支計画も必要

となります。 
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⑤ 資金の確保がわかる書類 

（自己資金については残高証明書、借入金については金融機関

の融資確約書、融資予定書等） 

 

⑾ 関係各部課との協議内容 別紙第９号様式 

 

・関係各部課との協議内容報告書 

※ 協議事項ごとに関係各課からの指摘事項、それに対する対応

策、スケジュール、添付書類を添付順に記載してください。

また、事前協議申出書の内容について担当課から指摘があっ

た書類について添付してください。 

 

⑿整備に関する説明が必要な関係者のわかる書類 別紙第１０号様式 

 

① 隣接地地権者、地元町会、周辺住民への説明の内容について

の調書 

② 建設予定地と隣接地の関係のわかるもの 

③ 当計画に際し影響を与える住民及び町会であり説明が必要な

範囲等がわかる図面・日影図等 

別紙第１１号様式 

別紙第１２号様式 

 

  

⒀ 医療機関との協力体制  

 協力病院との協定書等  

⒁ 原本証明書  

 添付した全書類が原本である旨誓約した書面 参考様式１ 

提出書類は、原則としてＡ４判で作成してください。（図面についてはＡ３判可） 
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審査項目 審査の観点 

(１) 基本的な考え方について 

①応募動機、運営理念等に

ついて 

下記事項が具体的に示されており、共感できる内容である

か。 

 ●応募の動機について 

 ●運営理念について 

 ●運営に対する熱意について 

 ●本市の高齢者施策に対する考え方について 

②安全・安心・衛生対策に

ついて 

下記事項が具体的に示されているか。 

 ●感染症対策について 

 ●地震対策について 

 ●火災対策について 

 ●防犯対策について 

 ●事故防止対策について 

 ●高齢者虐待を防ぐための方策について 

③職員の人材確保・育成に

ついて 

下記事項が具体的に示されているか。 

 ●人員を確保するための方策について 

 ●職員に対する研修等の育成方針について 

 ●職員の定着率向上のための取り組みについて 

④地域との連携及び交流等

の方法について 

下記事項が具体的に示されているか。 

 ●地域住民や町会との連携及び交流について 

 ●ボランティア団体との連携及び交流について 

 ●他の介護保険・福祉サービス及び医療との連携について 

⑤利用者の保護について 下記事項が具体的に示されているか。 

 ●利用者のケアに対する独自の取り組みについて 

 ●利用者家族等への情報提供や情報公開について 

 ●苦情処理体制の整備に関する取り組みについて 

 ●個人情報保護に関する取り組みについて 

●事業所における事故発生時等の対応について 

(２) 法人の内容に関する事項について 

①経営状況について 過去 3年度の法人収支が健全であるか。 

②運営実績について 法人に介護保険施設、介護保険事業所、老人福祉施設及び保

険医療機関等の運営実績はあるか。 

③代表者について 代表者について介護保険施設・事業所、老人福祉施設、保険

医療機関の経営者として携わった経験を有しているか。 

 

 

審査項目及び審査の観点 
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④管理者（予定者）につい

て 

管理者（予定者）について介護保険施設・事業所、老人福祉

施設、保険医療機関の従業者等として携わった経験を有して

いるか。 

(３) 資金計画等に関する事項について 

①資金調達について 事業所の整備や運営に係る資金が自己資金で確保されてい

るか。 

借入を行う場合、借入金が確保される見込みがあるか。 

②事業費の適正な計上につ

いて 

事業所の整備に係る費用、運営に係る費用等の資金計画が、

詳細な積算根拠を示され適正に計上されているか。 

(４) 土地に関する事項について 

①早期事業着手の確実性

（関係法令との整合性）に

ついて 

用地の開発、造成及び施設建設にあたっては、開発許可等、

必要な許認可が得られ、平成３０年度末までに開設できる土

地として見込めるか。 

②用地の確保について 建設用地を所有しているか、所有すると認められるか。 

賃貸借を行う場合は賃貸借について地権者が承諾している

と認められるか。 

(５) 地元住民等関係者に対する説明について 

①隣接地地権者への説明に

ついて 

隣接地地権者に対して説明を行っているか。 

②周辺住民・町会への説明

について 

町会長及び周辺住民に対して説明を行っているか。 

(６) 現場調査について 

①建設予定地の立地・環境

について 

利便性の良い土地であるか。 

入居者の生活環境として良好であるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


